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 まず、飯田市の経済規模からみておこう。図-1 にみられるように、2012 年の製造品出荷額
等は約 2601 億円で、長野県の製造品出荷額等の 5.1％をしめ、市町村ランキングでは第 6 位に
つけている。リーマンショック後の経過を表-1 でたどると、2007 年から 2012 年にかけて県
全体では 72.3％の水準に縮小している。飯田市はこの縮小幅が比較的少なく、82.9％の水準に
とどまっている。減少幅の小ささでも岡谷市、須坂市、東御市、辰野町、箕輪町に次いで第 6
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番目になっている。リーマンショック後の下落幅が最も顕著に示された産業が電機産業では「情























 図-1 は日本標準産業分類が最新の第 12 回改定を経た後の中分類での産業別製造品出荷額等
の内訳の推移を示したものである。「電子部品・デバイス・電子回路製造業」（以下「電子」と
略記）の圧倒的比重に目を瞠るところである。図-2 で明らかのように飯田市の製造品出荷額等




欠な部品で、多摩川精機の独壇場が続いていると考えられる。センサーは分類上中分類 28 の 











































































2007 2008 2009 2010 2011 2012
県 計 100.0 94.2 70.9 80.2 75.1 72.3
長 野 市 100.0 95.7 83.4 87.9 69.2 82.3
松 本 市 100.0 95.9 78.8 84.8 68.6 70.3
上 田 市 100.0 94.4 63.6 71.4 69.9 73.9
岡 谷 市 100.0 95.0 66.4 73.4 90.0 105.3
飯 田 市 100.0 97.4 72.7 85.1 76.1 82.9
諏 訪 市 100.0 102.5 60.5 68.1 65.7 63.2
須 坂 市 100.0 103.4 82.6 87.3 70.2 88.1
伊 那 市 100.0 99.1 79.8 93.4 80.2 62.5
駒 ヶ 根 市 100.0 98.6 69.3 81.5 75.4 69.3
茅 野 市 100.0 86.5 60.9 71.9 68.7 68.8
塩 尻 市 100.0 94.3 76.8 85.0 77.3 77.1
佐 久 市 100.0 88.1 77.5 86.3 83.8 80.0
千 曲 市 100.0 96.3 67.9 73.7 82.2 74.6
東 御 市 100.0 89.2 69.3 84.1 80.1 84.6
安 曇 野 市 100.0 84.9 65.2 79.4 67.8 40.9
辰 野 町 100.0 87.6 64.6 76.1 73.9 84.6
箕 輪 町 100.0 87.6 64.6 76.1 73.9 84.6
富 士 見 町 100.0 89.0 59.9 73.2 70.6 52.7
資料：長野県企画部情報統計課[2012]より作成
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長野県内で従業者数 300 人以上の事業所は 2012 年時の調査で 84 事業所で、「電子」が 19、「電
気」が 9、「情報」が 8 事業所、旧「電機」に統合すると 36 事業所である。1988 年には総数で
112 事業所、「電機」で 50 事業所を数えていたので、四半世紀の間に地域の牽引役を担った企
業が総数、「電機」でともに 4 分の 1 なくなってしまった勘定になる。そうした点を考え合わ
せると、飯伊地域にリーディング企業が安定して操業を続けていることは頼もしいことといえ
よう。実際に飯田ハローワークの「生産工程の職業」での新規求人倍率は 3 月時点で 1.44 倍






























性化プログラム」でそのことがよくわかるのである。2 月 25 日の牧野光朗市長のレクチャーで
は飯田・下伊那地域の経済自立度の当面目標を 2016 年に 54.9％（波及所得 1936 億円）に、


























1991 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
波及所得額 2,186 1,720 1,516 1,551 1,637 1,677 1,826 1,936 1,865 1,438 1,642 1,528 1,623 1,606
必要所得額 3,735 3,724 3,645 3,562 3,606 3,510 3,554 3,525 3,546 3,409 3,439 3,347 3,345 3,355
経済自立度 58.5% 46.2% 41.6% 43.5% 45.4% 47.8% 51.4% 54.9% 52.6% 42.2% 47.7% 45.7% 48.5% 47.9%
1991 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
製造品出荷額 4,546 3,617 3,151 3,366 3,584 3,722 4,090 4,417 4,258 3,116 3,635 3,367 3,613 3,580
農業生産額 368 270 289 270 271 263 256 252 257 232 245 239 253 245
林業生産額 25 9 7 7 7 7 7 8 7 5 8 6
観光消費額 160 142 141 141 135 132 142 121 115 130 127 117 112 115
合計 5,099 4,038 3,588 3,784 3,997 4,124 4,495 4,798 4,637 3,483 4,015 3,729 3,978 3,940
波及所得額 2,186 1,720 1,516 1,551 1,637 1,677 1,826 1,936 1,865 1,438 1,642 1,528 1,623 1,606
1991 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
10月１日現在の
推計値人口(ⅰ) 178,897 178,426 177,962 177,549 176,897 175,523 174,135 173,178 171,178 170,577 169,504 168,370 166,860 165,443
一人あたりの必要
所得額（千円）（ⅱ） 2,088 2,087 2,048 2,006 2,039 2,000 2,041 2,036 2,071 1,998 2,028 1,988 2,005 2,028













 図-5 地域経済活性化プログラム 2014 のフローチャートでは同プログラム 2013 で示された
重点戦略を洗い直し、そのうえで発見された新たな課題をプログラム 2014 に反映させている
経緯が見て取れる。まず、プログラム 2013 の「14 年後を想定したリニア時代の産業づくりへ






















えられるが、2014 では分野別重点 PJ の文言からは外されている。ここで格付けが上がって総 
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事業費 20 億円が見込まれている航空宇宙産業クラスターについて詳しくみておきたい。 






















(2) 航空宇宙産業クラスター拠点工場の運営を支援するとともに、アジア No.1 特区への参加企業を支援
する。 
 
 航空宇宙プロジェクトは 2006 年 5 月に「飯田航空宇宙プロジェクト」として発足し、参加
企業数は 36 社で、業種構成は機械加工 16 社、金型・プレス加工 4 社、成形加工 1 社、精密板
金加工 1 社、鋳造・光造形 1 社、電子機器製造 6 社、光学機器・レンズ加工 1 社、熱処理加工
2 社、メッキ加工 2 社、組み立て 4 社、ソフト開発 1 社、機械設計 2 社（重複あり）となって
いる（公益財団法人南信州・飯田産業センター、飯田市産業経済部［2014］）。プロジェクト会
議は 4 つのワーキングチームより構成され、チーム 1 は共同受注促進（14 社）、チーム 2 は品
質保証システム構築（12 社）、チーム 3 は 5 軸ソフト開発（13 社）、チーム 4 は難削・難加工
（12 社）で、7 年間の実績として共同受注に関してリレー方式の生産体制を確立し、JISQ9100
を多摩川精機を除いて 11 社が取得したことが記されている。 
 公益財団法人南信州・飯田産業センター、飯田市産業経済部［2014］ではこのプロジェクト
設立の背景として以下の「地域製造業の抱える課題とその対応」が示されていた。 
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各々2 社入居予定の熱処理棟［1F 熱処理（焼入れ、焼戻し、溶接等）、2F 非破壊検査（磁粉探
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傷検査、×線透過検査等）と表面処理棟［ニッケルメッキ、クロムメッキ、陽極処理等表面処
理、塩水噴霧等試験］を生産設備 15 億円、工場関連 5 億円かけて建設する。 
また、長期支援計画は 3 期にわたって以下のように立てられている。この第 1 期に Aerospece 
IIDA 航空宇宙 PJ 各社、TSC 協力会を下請け Tier3～4 に、そこから第 2 期に Aerospece IIDA
















・ 高い技術力：生産技術力、工程設計、難削材加工、5 軸複合加工、CATIA（注 2） 
・ 高い管理レベル:工程管理、FAI 
・ 新設備投資：CATIA、特殊工程、高精度高速加工機、5 軸複合加工機 
・ SCM への対応：工程外注から一貫受注へ 
・ 主要顧客は海外：Boeing、Airbus、Bombardier、Embraer 
・ 日本の航空機産業は後発：大手も下請け Tire1～2 
・ 日本の大手も航空機部門は事業の一部：MHI、KHI、FHI 
・ 厳しいコスト競争：競争相手は東南アジア、東欧、アフリカ 
・ 長い試作期間：開発試作 5～10 年 
・ 多品種少量：1～10 個／月 
・ 長期的信頼構築：根気と辛抱 


































 おひさまゼロ円システムについては別稿に委ね、本稿では LED 防犯灯とすいじんに関して
考えていきたい。いずれも開発したのはネスク‐イイダ（NETWORK  SUPPORT 
COMMUNICATION-IIDA）である（注 3）。飯田市と南信州・飯田産業センターのバックアップ
を受けて設立されたのは 1997 年 4 月で、その目的は「地域の企業が保有する知能、技術、市
場などの経営資源を実質的に連携させ、共同受注、大手企業との連携、新産業分野の開拓、情
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 表-3 NESUC-IIDA 会員企業の 















   有益な展示会への出展（6 回／年） 
   長野県中小企業振興センター発注開拓促進員との連携 
   ネットワーク（NESUC-TOOL）による受発注情報の共有化 
   見積・納期の調整と回答 
   情報交換会による会員企業間の受発注促進 
（２）企業連携による製品開発事業 
   開発要請内容の明確化と評価 
   会員企業への説明会 
   プロジェクトチームの編成と計画作成支援 
   開発・製造・販売への支援・調整 
（３）他地域との連携事業 
   三遠南信クラスター推進会議 
   メディカル産業支援センター 
（４）UI ターン希望者の技術マッチング 
   地元工業系企業のニーズと技術職歴のマッチング 
（５）補助金申請支援 
   メンバー企業への国・県・市の補助金申請書作成支援およびフォローアップ 
　事　業　分　野 企業数（社） 　　設　　備 台数
　精密機械加工 54 　マシニングセンター 331
　プレス・金型 18 　　内　5軸マシニングセンター 43
　電子・電機・ソフト 29 　旋盤 500
　樹脂成型・金型 14 　　内　NC旋盤 363
　機械設計・製作 31 　フライス 92
　光学 22 　　内　NCフライス 25
　精密板金 3 　タッピングマシーン 93
　精密鋳造 2 　　内　NCタッピングセンター 78
　表面処理・熱処理 3 　歯切り盤 37
　機械・工具販売 3 　レーザー加工機 14
会員企業数 92 　プレス 211
　射出成形機 193出典：木下幸治[2014]
出典：木下幸治[2014]
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製品開発プロジェクト 













・ 5μm 径穴の放電加工技術開発 
（木下幸治［2014］7-8 頁） 
 LED 防犯灯は NESUC-IIDA の 18 社により、2009 年 10 月に「省電力・小型化・低価格の
2 種類の開発・製造に成功」した。その販売については 3 つのステップで進められている。 
【ステップ 1】2010 年度飯田市内にある 6000 基のうち 4000 基を LED 化 
【ステップ 2】周辺 13 町村への製品紹介並びに販売促進を実施 
【ステップ 3】環境モデル都市をはじめ他の自治体への製品紹介並びに販売促進を実施 
（以上、牧野光朗［2014］、36 頁） 
 すいじんの開発製造については 2012 年 2 月に独立行政法人科学技術振興機構から飯田市企
画課に小水力発電用発電機製造の依頼があり、工業課を通じて NESUC-IIDA にその情報が提







































 6 月 6 日に上のチラシが発表されたところ、「100 件を超える引き合いがあったが、発電機単
体の引合はほとんど無く発電システムとしての引合がほとんどで」、「事業領域を発電機とプロ































イクロ水力発電）の推進」PJ（地域経済活性化プログラム 2013）を軸にみてきた。この 2 つ
のプロジェクトは好対照をなしているように考えられる。まず、ターゲットとしているのは「航





























産業クラスターの推進」PJ はフローチャート上ではこの 2014 年版で初めて登場したのに対し
て、「自然エネルギーの利用（マイクロ水力発電）の推進」PJ はこの 2014 年のフローチャー
トで文言上なくなってしまっている点も対照的である。 
 長野県、飯田・下伊那の地域特性もここで考えておきたい。小水力発電の定義はまちまちの
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ようで、永続地帯研究会では「1 万 kW 以下の、ダム式ではない水力発電施設を」小水力発電
と定義し、同研究会によれば、2011年 3月末で長野県の小水力発電量が 112.0 TJ（3111万kWh）








1. 日経 Automotive Technology 2012 年 1 月号では以下のように報じている。「ハイブリッド車（HEV）
や電気自動車（EV）の駆動用モーターの制御に欠かせない回転角センサー。自動車向けにおいて、そ
の世界シェアが 90％を大きく超えるとされるのが多摩川精機だ。同社はレゾルバと呼ばれる磁気式の






 さらに、まだ車両への搭載には至っていないが、旭化成エレクトロニクスや NTN がホール素子を使っ
てレゾルバとは異なる仕組みの回転角センサーを提案する。HEV/EV 市場の今後の順調な拡大を見込み、
にわかに競争が激しくなってきた」。 
2. 3 次元 CAD・CAM ソフトで、松島信雄［2014］によれば、「航空機業界では CATIA でないと受注で
きないため、この研修に力を入れ、現在 3 社が導入している」とのことである。 
3. 2 月 25 日に、NESUC-IIDA オルグナザー木下幸治氏から「共同受注グループ NESUC-IIDA の紹介と
小水力発電機『すいじん』の開発」と題するレクチャーを受けた。 
4. 航空宇宙産業クラスター拠点工場（貸工場）整備事業の事業費は、熱処理棟建設費 316,953 千円、表面
処理棟建設費 220,516 千円、造成費 20,000 千円、合計 557,469 千円を要し、それを国庫補助金 130,063
千円（熱処理棟）＋81,629 千円（表面処理棟）、県補助金 50,000 千円（H25 補正予算）、市補助金 50,000
千円（H25 当初予算）、センター負担 245,777 千円（内借入 178,074 千円）で賄っている。航空宇宙産
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木下幸治［2014］「共同受注グループ NESUC-IIDA の紹介と小水力発電機『すいじん』の開
発」プレゼンテーション用資料 
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